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温対法基準の公表

4

2026年6⽉11⽇、サステナビリティ基準委員会（以下「SSBJ」という）は、
次のサステナビリティ開⽰実務対応基準を公表した

サステナビリティ開⽰実務対応基準第1号
「温対法におけるSHK制度の定める⽅法により測定し報告する温室効果
ガス排出を⽤いて『気候基準』の定めに従う場合の開⽰」
（以下「温対法基準」という）

サステナビリティ開⽰実務対応基準は、サステナビリティ開⽰基準（以下
「SSBJ基準」という）を構成する

⾦融商品取引法においては、⾦融庁⻑官の告⽰指定を経てサステナビリ
ティ情報の作成及び開⽰に関する基準を構成することになることが予想さ
れる
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温対法基準の公表の経緯

5

2025年3⽉に、SSBJは、我が国最初のSSBJ基準となる、次の3つの基準
を公表した（これらは、2026年3⽉に改正が⾏われている）

サステナビリティ開⽰ユニバーサル基準「サステナビリティ開⽰基準の適⽤」
サステナビリティ開⽰テーマ別基準第１号「⼀般開⽰基準」
サステナビリティ開⽰テーマ別基準第２号「気候関連開⽰基準」
（以下「『気候基準』」という）

SSBJ基準の適⽤を準備している我が国の関係者より、気候基準第49項た
だし書きの取扱いを選択し、温対法におけるSHK制度を⽤いて「気候基準」の
定めに従った開⽰を⾏う場合に、解釈が分かれているとの情報が寄せられた

SSBJは、解釈が分かれている点について明確化を図ることとし、2025年12
⽉より、温対法基準の開発を検討するプロジェクトを開始した

その後、2026年1⽉22⽇に公開草案を公表し、2026年3⽉25⽇を期限と
して、広くコメント募集を⾏い、寄せられたコメントを踏まえた検討を⾏った
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公開草案に寄せられたコメント

6

コメント期限︓2026年3⽉25⽇

コメント・レター9通（団体8通、個⼈1通）

2026年4⽉より、寄せられたコメントを踏まえた検討を実施
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温対法基準に関連する「気候基準」の定め（1/4）

7

当報告期間中に⽣成した温室効果ガス排出の絶対総量について、スコープ1
温室効果ガス排出、スコープ2温室効果ガス排出及びスコープ3温室効果ガス
排出に区分して開⽰しなければならない（「気候基準」第47項）

温室効果ガス排出について、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告
基準（2004年）」（以下「GHGプロトコル（2004年）」という）に従って
測定しなければならない（「気候基準」第49項本⽂）

ただし、法域の当局⼜は企業が上場する取引所が、温室効果ガス排出を測定
するうえで異なる⽅法を⽤いることを企業の全部⼜は⼀部に対して要求してい
る場合、企業のその部分について、当該⽅法を⽤いることができる（「気候基準」
第49項ただし書き」）

「地球温暖化対策の推進に関する法律」（以下「温対法」という）におけ
る「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以下「SHK制度」と
いう）に基づき温室効果ガス排出を報告する場合がこれに該当すると考え
られる（「気候基準」BC125項）
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スコープ2温室効果ガス排出について、ロケーション基準によるスコープ2温室
効果ガス排出量を開⽰しなければならない（「気候基準」第53項）

主要な利⽤者の理解に情報をもたらすために必要な契約証書に関する情報が
ある場合には、当該契約証書に関する情報を提供しなければならない（「気候
基準」第54項本⽂）

ただし、マーケット基準によるスコープ2温室効果ガス排出量を開⽰することに
より契約証書に関する情報の提供に代えることができる（「気候基準」第54項ただし
書き）

マーケット基準により測定した数値には、企業の温室効果ガス排出削減の
努⼒が反映されており、ロケーション基準により測定した数値とあわせて開
⽰することが主要な利⽤者にとって有⽤であると考えられた（「気候基準」
BC143項）

温対法基準に関連する「気候基準」の定め（2/4）
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温室効果ガス排出の測定（第54項ただし書きに従いマーケット基準によるス
コープ2温室効果ガス排出量を開⽰することを選択できる場合を含む）に関し
て、⾒積りにより温室効果ガス排出を測定した場合、温室効果ガス排出を測
定するために使⽤した活動量及び排出係数に関する情報並びに測定にあたっ
て報告企業が置いた仮定を開⽰しなければならない（「気候基準」第63項(1)②）

⾒積りの場合、温室効果ガス排出量は、次のとおり算定することが多いと
考えられる（「気候基準」BC170項(2)）

温対法基準に関連する「気候基準」の定め（3/4）

温室効果ガス排出量 ＝ 活動量 × 排出係数 × 地球温暖化係数
(CO2の場合は1)
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温室効果ガス排出の測定⽅法

GHGプロトコル 温対法におけるSHK制度

気候基準49項本⽂ 気候基準49項ただし書き

気候基準47項、53項及び54項本⽂ 気候基準47項、53項及び54項ただし書き

スコープ1

スコープ2
ロケーション基準

スコープ2
契約証書

スコープ3

スコープ1

スコープ2
ロケーション基準

スコープ2
マーケット基準

スコープ3

温対法基準に関連する「気候基準」の定め（4/4）

温室効果ガス排出の開⽰
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温対法におけるSHK制度︓基礎排出量

11

温対法におけるSHK制度においては、⼀定以上の温室効果ガスを排出する事
業者に、次の温室効果ガス排出量の報告を求めている

基礎排出量
温対法第26条第3項において規定される「温室効果ガス算定排出
量」をいう
基礎排出量については、直接排出と間接排出の内訳を含む
直接排出がスコープ1温室効果ガス排出に、間接排出がマーケット基
準によるスコープ2温室効果ガス排出にそれぞれ相当すると考えられる

基礎排出量

直接排出

間接排出

スコープ１

スコープ２
マーケット基準
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温対法におけるSHK制度︓調整後排出量

12

温対法におけるSHK制度においては、⼀定以上の温室効果ガスを排出する事
業者に、次の温室効果ガス排出量の報告を求めている（つづき）

調整後排出量
「温室効果ガス算定排出量等の報告等に関する命令」（平成18年
内閣府・総務省・法務省・外務省・財務省・⽂部科学省・厚⽣労働
省・農林⽔産省・経済産業省・国⼟交通省・環境省令第2号）第1
条第4号において規定される「調整後温室効果ガス排出量」をいう
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温対法基準は、SSBJ基準の適⽤を準備している我が国の関係者より、当委
員会宛に寄せられた、温対法におけるSHK制度の定める⽅法により測定し報
告する温室効果ガス排出を⽤いて「気候基準」の定めに従った開⽰を⾏う場合
に、⾒解が分かれている次の3つの点について、対処している

温室効果ガス排出の開⽰にあたり、基礎排出量と調整後排出量のいずれ
を基礎とするのか
温対法におけるSHK制度に基づく間接排出に係る活動量に、環境⼤⾂
及び経済産業⼤⾂が公表する平均的な排出係数を乗じる⽅法により測
定したロケーション基準によるスコープ2温室効果ガス排出に相当するもの
は、GHGプロトコル（2004年）とは異なる⽅法を⽤いることを要求して
いる場合に該当するか
温対法におけるSHK制度に基づく間接排出について、マーケット基準によ
るスコープ2温室効果ガス排出に含めて開⽰する場合、ロケーション基準に
よるスコープ2温室効果ガス排出についても、同じ活動量を⽤いて測定し
開⽰する必要はあるか

温対法基準にて対処する論点（1/4）
⾒解が分かれている論点
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解釈が分かれていることにより、企業の実務における対応に多様性が⽣じ、「気
候基準」の趣旨や企業間の⽐較可能性が損なわれる可能性があるとの懸念
や、温対法におけるSHK制度の定める⽅法により測定し報告する温室効果ガ
ス排出を⽤いて「気候基準」の定めに従った開⽰を⾏うことができないとの解釈
があり、その解釈によった場合には企業において実務負担が⽣じる可能性があ
るとの意⾒が寄せられていた

なお、解釈が分かれている点についての問題の所在として以下が考えられる
「気候基準」は、温対法におけるSHK制度の定める⽅法により測定し報告
する温室効果ガス排出を⽤いる場合において、温室効果ガス排出の開⽰
にあたり、基礎排出量と調整後排出量のいずれを基礎として⽤いるのかを
明らかにしていない
温対法におけるSHK制度では、マーケット基準によるスコープ2温室効果
ガス排出に相当する報告は要求されているものの、ロケーション基準による
スコープ2温室効果ガス排出に相当する報告は厳密には要求されていない

温対法基準にて対処する論点（2/4）
⾒解が分かれている論点
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GHGプロトコル 温対法におけるSHK制度

基礎排出量

調整後排出量

直接排出
間接排出

気候49項本⽂ 気候49項ただし書き

スコープ1

スコープ2
ロケーション基準

スコープ2
契約証書

スコープ1

スコープ2
ロケーション基準

スコープ2
マーケット基準

気候47項、53項
及び54項本⽂

気候47項、53項
及び54項ただし書き

スコープ1

スコープ2
ロケーション基準

スコープ2
マーケット基準

基礎排出量のうち直接排出︖

報告が要求されていないため
どのように取り扱うか︖

基礎排出量のうち間接排出︖

＜報告要求事項＞

解釈が分かれている点

温室効果ガス排出の測定⽅法

スコープ3スコープ3

温対法基準にて対処する論点（3/4）
⾒解が分かれている論点

※ 温対法におけるSHK制度によった場合でも、スコープ3はGHGプロトコル
に従って測定し開⽰することが求められる
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公開草案に対して寄せられたコメントを踏まえ、SSBJにおいて審議を⾏った結
果、温対法基準において、主に次の点について明確化を⾏っている

温対法におけるSHK制度以外の温室効果ガス排出報告制度への適⽤
「気候基準」第49項ただし書きの取扱いを選択するにあたっての判断
温対法におけるSHK制度の定める⽅法により測定し報告する温室効果ガ
ス排出を⽤いる場合の判断
スコープ1温室効果ガス排出及びスコープ2温室効果ガス排出のいずれか
⼜は両⽅への適⽤

温対法基準にて対処する論点（4/4）
公開草案に対するコメントにて寄せられた論点



2. 温対法基準の概要
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温対法基準の主な内容

18

温対法基準に含まれる主な内容は、次のとおりである
適⽤範囲
⽤語の定義
温室効果ガス排出の開⽰

「気候基準」第49項ただし書きの取扱いを選択するにあたっての判断
温対法におけるSHK制度の定める⽅法により測定し報告する温室効果ガス
排出を⽤いる場合の判断
基礎排出量と調整後排出量のいずれを基礎として⽤いるのか
ロケーション基準によるスコープ2温室効果ガス排出
スコープ1温室効果ガス排出及びスコープ2温室効果ガス排出のいずれか⼜
は両⽅への適⽤

適⽤時期等
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温対法におけるSHK制度の対象となっている企業が、「気候基準」第49項た
だし書きの取扱いを選択し、企業の全部⼜は⼀部について、温対法における
SHK制度の定める⽅法により測定し報告する温室効果ガス排出を⽤いて「気
候基準」の定めに従った開⽰を⾏う場合に適⽤する（温対法基準第2項）

温対法におけるSHK制度の算定期間とサステナビリティ関連財務開⽰の
報告期間が異なるために、サステナビリティ財務関連開⽰の報告期間に合
わせるように調整（期間調整）する場合を含む

温対法におけるSHK制度の対象となっている企業が、「気候基準」第49項本
⽂に定めるGHGプロトコル（2004年）に従って温室効果ガス排出を測定す
るにあたり、温対法におけるSHK制度の定める⽅法により測定した温室効果ガ
ス排出を基礎として調整計算を⾏う場合、温対法基準は適⽤しない（温対法基
準第3項）

適⽤範囲（1/3）
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期間調整のイメージ（例︓3⽉決算の場合）

適⽤範囲（2/3）

20X620X5
4-61-310-127-94-61-3

温対法におけるSHK制度
HFC, PFC, SF6, NF3

CO2, CH4, N2O

サステナビリティ関連財務開⽰

算定期間 (20X6年報告⽤)

合理的な⽅法により
期間調整を⾏う 期間調整後

報告期間 (20X5年度)

算定期間 (20X6年報告⽤)



© 2026 Sustainability Standards Board of Japan All rights reserved. 21

論点︓温対法におけるSHK制度以外の温室効果ガス排出報告制度に温対法
基準を適⽤することはできるのか 【公開草案から明確化を⾏った論点】

温対法基準の開発にあたり、温対法におけるSHK制度以外の温室効果ガス
排出報告制度について検討は⾏っていない

「気候基準」第49項ただし書きの取扱いを選択し、温対法におけるSHK
制度以外の法域の当局⼜は企業が上場する取引所が要求する⽅法を⽤
いて「気候基準」に従った開⽰を⾏う場合は、個別に判断する必要がある
と考えられる（温対法基準BC9項）

適⽤範囲（3/3）
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温対法基準において定義している⽤語のうち、次の2つは、温対法における
SHK制度の定めにより定義している（温対法基準第4項）

⽤語の定義

定義⽤語
「基礎排出量」のうち、「他⼈から供給された電気及び熱の使⽤に
伴うエネルギー起源CO2」以外の温室効果ガス排出量をいう

「温対法におけるSHK制度に
基づく直接排出」

「基礎排出量」のうち、「他⼈から供給された電気及び熱の使⽤に
伴うエネルギー起源CO2」の温室効果ガス排出量をいう

「温対法におけるSHK制度に
基づく間接排出」
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スコープ1温室効果ガス排出及びスコープ2温室効果ガス排出のいずれか⼜は
両⽅について、「気候基準」第49項ただし書きの取扱いを選択する場合、企業
の全部⼜は⼀部に係る温室効果ガス排出について、次のように開⽰しなけれ
ばならない（温対法基準第7項）

スコープ1温室効果ガス排出
温対法におけるSHK制度に基づく直接排出については、追加の調整
（期間調整を除く）をせずに、スコープ1温室効果ガス排出に含めて
開⽰

スコープ2温室効果ガス排出
温対法におけるSHK制度に基づく間接排出については、追加の調整
（期間調整を除く）をせずに、マーケット基準によるスコープ2温室効
果ガス排出に含めて開⽰
温対法におけるSHK制度に基づく間接排出に係る活動量に、環境⼤
⾂及び経済産業⼤⾂が公表する平均的な排出係数を乗じる⽅法に
より算定した温室効果ガス排出量について、追加の調整（期間調整
を除く）をせずに、ロケーション基準によるスコープ2温室効果ガス排
出に含めて開⽰

温室効果ガス排出の開⽰（1/12）
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温対法におけるSHK制度の定める⽅法を⽤いる場合

温室効果ガス排出の開⽰（2/12）

スコープ2 ロケーション基準

基礎排出量

調整後排出量

直接排出

間接排出

スコープ1

気候基準第49項ただし書きの
取扱いを選択する場合温対法におけるSHK制度

温対法基準
第7項(2)①②

温対法基準
第7項(1)

スコープ2 マーケット基準

間接排出と同じ活動量×
平均的な排出係数

スコープ1及びスコープ2のいずれか⼜は両⽅について、
気候基準第49項ただし書きの取扱いを選択できる

調整不要

調整不要
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「気候基準」第49項ただし書きの取扱いを選択し、法域の当局⼜は企業が上
場する取引所が要求する⽅法を⽤いて温室効果ガス排出に関する開⽰を⾏う
場合、 どのような判断を⾏うべきかが明確ではない

どのスコープにどのスコープに相当する報告が要求されているのか
スコープ2温室効果ガス排出についてはロケーション基準に相当する報告
が要求されていることが必要になるのか

⼀般的には、当該⽅法が「気候基準」が定める温室効果ガス排出に関する開
⽰のうち、どの部分に相当する開⽰を要求しているのかについて、法域の当局
⼜は企業が上場する取引所が要求する⽅法ごとに判断することが必要になる
と考えられるとしている（温対法基準BC12項）

温室効果ガス排出の開⽰（3/12）
「気候基準」第49項ただし書きの取扱いを選択するにあたっての判断

論点︓「気候基準」第49項ただし書きの取扱いを選択するにあたって、どのよう
な判断を⾏うべきか 【公開草案から明確化を⾏った論点】
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論点︓温対法におけるSHK制度の定める⽅法により測定し報告する温室効果
ガス排出を⽤いる場合の判断 【公開草案から明確化を⾏った論点】

温室効果ガス排出の開⽰（4/12）
温対法におけるSHK制度の定める⽅法を⽤いる場合の判断①

温対法におけるSHK制度の定める⽅法を⽤いる場合の判断
温対法におけるSHK制度の定める⽅法により測定し報告する温室効果ガ
ス排出を⽤いて「気候基準」の定めに従う場合については、SSBJ基準を
適⽤する企業の便宜を考慮し、個別に判断することなく、温対法基準にお
いて判断を⽰すこととしている（温対法基準BC13項）

温対法におけるSHK制度の定める⽅法は、GHGプロトコル（2004年）
との間で測定範囲や測定⽅法等についての差異が存在するものの、「気
候基準」が定めるスコープ1温室効果ガス排出及びスコープ2温室効果ガ
ス排出に相当すると考えられる（温対法基準BC14項）
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公開草案に対して寄せられたコメントでは、温対法におけるSHK制度の定める
⽅法とGHGプロトコル（2004年）との測定範囲や測定⽅法の差異のうち、
追加調整すべきものがあるのではないかという意⾒があった

次の理由から、追加の調整（期間調整を除く）は不要と判断している（温対法
基準BC15項）

「気候基準」第49項ただし書きの取扱いは、法域の当局⼜は企業が上場
する取引所が要求する⽅法とGHGプロトコル（2004年）に定める測定
⽅法との間で差異が存在することを前提にしている
測定範囲や測定⽅法の差異については、温対法におけるSHK制度の設
計において重要性の判断がなされ、取り⼊れられなかったものと考えられる

論点︓温対法におけるSHK制度の定める⽅法により測定し報告する温室効果
ガス排出を⽤いる場合において、追加の調整は必要なのか 【公開草案から明確化を
⾏った論点】

温室効果ガス排出の開⽰（5/12）
温対法におけるSHK制度の定める⽅法を⽤いる場合の判断②
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温対法におけるSHK制度の定める⽅法により測定し報告する温室効果ガス排
出を⽤いる場合、「気候基準」は、基礎排出量と調整後排出量のいずれを基
礎として⽤いるかを明らかにしていない

基礎排出量の⽅が調整後排出量よりもGHGプロトコル（2004年）の測定
⽅法との親和性がより⾼いと考えられるため、⽐較可能性を確保する観点から
基礎排出量を基礎として⽤いることとしている（温対法基準BC21項）

基礎排出量は、直接排出と間接排出に区分して報告することが要求され
ている
調整後排出量は、直接排出と間接排出に区分して報告することが要求さ
れておらず、またGHGプロトコル（2004年）のスコープ2温室効果ガス
排出の測定では考慮されないカーボン・クレジット等のオフセット項⽬が考
慮されている

論点︓温室効果ガス排出の開⽰にあたり、基礎排出量と調整後排出量のいず
れを基礎として⽤いるのか

温室効果ガス排出の開⽰（6/12）
基礎排出量と調整後排出量のいずれを基礎として⽤いるのか
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温室効果ガス排出の開⽰（7/12）
基礎排出量と調整後排出量のいずれを基礎として⽤いるのか

29

温対法基準の定めをスコープ1温室効果ガス排出及びスコープ2温室効果ガ
ス排出の両⽅に適⽤する場合、任意の参考情報として、基礎排出量の開⽰と
あわせて、調整後排出量及び調整項⽬を開⽰することができる（温対法基準
BC22項）

任意に開⽰する場合の調整表のイメージ

XXX基礎排出量（温対法に基づくスコープ1温室効果ガス排出及びマーケット
基準によるスコープ2温室効果ガス排出の合計 ）
（調整項⽬ ）

△ XX調達した国内認証排出削減量及び海外認証排出削減量の無効化量

XX⾃ら創出した国内認証排出削減量の第三者への移転量

△ XX森林等炭素蓄積変化量

Xその他

XXX調整後排出量
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「気候基準」第49項ただし書きの取扱いを選択する場合、「気候基準」がロ
ケーション基準によるスコープ2温室効果ガス排出の開⽰を要求していることか
ら（「気候基準」第53項）、これに相当するロケーション基準によるスコープ2
温室効果ガスの開⽰が要求されている必要があると考えられる

温対法におけるSHK制度では、マーケット基準に相当する報告は要求されてい
るものの、ロケーション基準に相当する報告は厳密には要求されていないが、
次のように考えられる（温対法基準BC24項及びBC25項）

温対法におけるSHK制度に基づく間接排出に係る活動量に、環境⼤⾂
及び経済産業⼤⾂が公表する平均的な排出係数を乗じて測定可能
測定に使⽤する要素はいずれも温対法におけるSHK制度の枠組みに含ま
れるものであることから、その測定値も当該枠組みに含まれるものである

温室効果ガス排出の開⽰（8/12）
ロケーション基準によるスコープ2温室効果ガス排出

論点︓ロケーション基準によるスコープ2温室効果ガス排出
① 異なる⽅法を⽤いることを要求している場合に該当するか



© 2026 Sustainability Standards Board of Japan All rights reserved. 31

「気候基準」第53項及び第54項は、マーケット基準の情報はロケーション基
準の情報とあわせて開⽰すべき情報として位置づけている

温対法におけるSHK制度の枠組みにおいてマーケット基準と同じ活動量を⽤
いて測定されるロケーション基準による排出と、マーケット基準による排出とを⽐
較可能にすることにより、主要な利⽤者にとって有⽤な情報を提供することにな
ると考えられるため、ロケーション基準によるスコープ2温室効果ガス排出は、
マーケット基準と同じ活動量を⽤いて測定することとし、ロケーション基準による
スコープ2温室効果ガス排出とマーケット基準によるスコープ2温室効果ガス排
出の両⽅を開⽰することとしている（温対法基準BC27項からBC29項）

この点、明⽰的に報告が要求されている、温対法におけるSHK制度に基づく
間接排出について、マーケット基準によるスコープ2温室効果ガス排出に含めて
開⽰せずに、ロケーション基準によるスコープ2温室効果ガス排出のみを開⽰す
ることは認めないこととしている（温対法基準BC31項）

温室効果ガス排出の開⽰（9/12）
ロケーション基準によるスコープ2温室効果ガス排出

論点︓ロケーション基準によるスコープ2温室効果ガス排出
② マーケット基準と同じ活動量を⽤いて測定し開⽰する必要はあるか
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「気候基準」第49項ただし書きの取扱いは、企業に選択を認めるものであると
考えられることから、次のとおりとしている

温対法基準第7項の定めは、スコープ1温室効果ガス排出及びスコープ2
温室効果ガス排出のいずれか⼜は両⽅に適⽤することを選択できる（温対
法基準第7項）

ただし、スコープ1温室効果ガス排出⼜はスコープ2温室効果ガス排出のいず
れかに選択適⽤する場合、開⽰される情報が不明瞭にならないように、次のと
おりとしている

「気候基準」第62項が要求するGHGプロトコル（2004年）とは異なる
⽅法を⽤いて温室効果ガス排出を測定する場合の開⽰において、スコープ
1温室効果ガス排出⼜はスコープ2温室効果ガス排出のいずれに適⽤して
いるかを開⽰しなければならない（温対法基準第8項）

温室効果ガス排出の開⽰（10/12）
温室効果ガス排出のスコープごとの選択適⽤

論点︓スコープ1温室効果ガス排出及びスコープ2温室効果ガス排出のスコープ
ごとに選択適⽤できるか 【公開草案から明確化を⾏った論点】
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温室効果ガス排出に関する開⽰
（単位︓t-CO2e）

「GHGプロトコル
（2004年）」に

基づく排出量

温対法に
基づく排出量 合計

XXX XXX X,XXX

ロケーション基準 XXX XXX X,XXX

マーケット基準 XXX XXX X,XXX

XXX,XXX - XXX,XXX

スコープ1温室効果ガス排出

スコープ2温室
効果ガス排出

スコープ3温室効果ガス排出

当連結会計年度

33

スコープ1温室効果ガス排出及びスコープ2温室効果ガス排出について、温対
法におけるSHK制度の定める⽅法を⽤いる場合の温室効果ガス排出に関す
る開⽰の記載例

温室効果ガス排出の開⽰（11/12）
温室効果ガス排出に関する開⽰

基礎排出量

直接排出

間接排出

間接排出と同じ活動量×
平均的な排出係数

温対法におけるSHK制度

※GHGプロトコル（2004年）に基づく排出量については、ロケーション基準に加え、マーケット基準によるスコープ2温室効果ガス排出
量を開⽰することを選択している

※
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スコープ1温室効果ガス排出及びスコープ2温室効果ガス排出について、温対
法におけるSHK制度の定める⽅法を⽤いる場合の温室効果ガス排出の測定
⽅法に関する開⽰の記載例

温室効果ガス排出の開⽰（12/12）
測定⽅法に関する開⽰

温室効果ガス排出の測定⽅法
スコープ1温室効果ガス排出

　温対法におけるSHK制度の対象となっている当社グループ国内拠点は、当連結会計年度における燃料種
別の燃料消費量に、当連結会計年度末において⼊⼿可能な環境⼤⾂及び経済産業⼤⾂が公表する「算
定・報告・公表制度における算定⽅法・排出係数⼀覧」における燃料種別の単位発熱量及び炭素排出係数
を乗じることにより測定する、温対法におけるSHK制度に基づき基礎排出量として測定された温室効果ガス
排出のうち直接排出をもって、⾒積りの⽅法に基づきスコープ1温室効果ガス排出を測定している。

スコープ2温室効果ガス排出
　・ロケーション基準

　温対法におけるSHK制度の対象となっている当社グループ国内拠点は、温対法におけるSHK制度に基づ
き基礎排出量として測定された温室効果ガス排出のうち間接排出に係る活動量である当連結会計年度にお
ける電⼒消費量の合計に、当連結会計年度末において⼊⼿可能な環境⼤⾂及び経済産業⼤⾂が公表す
る「電気事業者別排出係数」における全国平均係数を乗じる⽅法により、⾒積りの⽅法に基づきロケーション
基準によるスコープ2温室効果ガス排出を測定している。

　・マーケット基準
　温対法におけるSHK制度の対象となっている当社グループ国内拠点は、当連結会計年度における電⼒契
約ごとの電⼒消費量に、当連結会計年度末において⼊⼿可能な環境⼤⾂及び経済産業⼤⾂が公表する
「電気事業者別排出係数」における電⼒契約ごとの排出係数を乗じることにより測定する温対法における
SHK制度に基づき基礎排出量として測定された温室効果ガス排出のうち間接排出をもって、⾒積りの⽅法
に基づきマーケット基準によるスコープ2温室効果ガス排出を測定している。
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適⽤時期
2027年3⽉31⽇以後終了する年次報告期間に係る気候関連開⽰から
適⽤する（温対法基準第11項本⽂）

2026年2⽉20⽇に改正された「企業内容等の開⽰に関する内閣府
令」等において、SSBJ基準の適⽤時期は、最も適⽤の早い時価総
額3兆円以上のプライム市場上場企業で2027年3⽉期からとされて
いることを考慮している

2027年3⽉31⽇より前に終了する年次報告期間に係る気候関連開⽰
について早期適⽤できることとし、この選択を⾏う場合、その旨を開⽰しな
ければならない（温対法基準第11項ただし書き）

温対法基準をより早く適⽤することへの企業のニーズがあると考えら
れるため

適⽤時期等（1/3）
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適⽤時期等（2/3）

2027/3期2026/3期 2028/3期

原則適⽤早期適⽤可能

【3⽉決算企業の場合】

2025/12 2026/12

決算期

実務対応基準

2026/3 2027/3

温対法基準
2027/3/31以後終了終了する年次報告期間から適⽤

【12⽉決算企業の場合】

2026/12期2025/12期 2027/12期

原則適⽤早期適⽤可能

決算期

実務対応基準
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適⽤時期等（3/3）

経過措置
温対法基準を適⽤する最初の年次報告期間において、実務上不可能で
ある場合を除き、前報告期間に温対法におけるSHK制度の定める⽅法に
より測定し報告する温室効果ガス排出を⽤いて開⽰していた場合には、温
対法基準を適⽤していたものとして、前報告期間に開⽰した温室効果ガス
排出の開⽰を更新しなければならない（温対法基準第12項及び第13項）

企業は、前報告期間の報告数値の基礎である情報を有していると考
えられ、温対法基準で定めるロケーション基準によスコープ2温室効
果ガス排出はそれらの基礎を⽤いて容易に測定できることから、企業
側の負担は限定的であると考えられる（温対法基準BC38項）

温対法基準を適⽤する最初の年次報告期間において⽐較情報の開
⽰が必要となる企業の数は相当程度限定されることから、経過措置
の影響は限定的と考えられる（温対法基準BC39項）



3. 参考情報

38
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ホームページのご案内

SSBJホームページ（https://www.ssb-j.jp/jp/）において、以下の情報を
提供している

サステナビリティ開⽰実務対応基準第1号
「温対法におけるSHK制度の定める⽅法により測定し報告する温室効果ガス
排出を⽤いて『気候基準』の定めに従う場合の開⽰」

「公表にあたって」

本件に関する、英語による情報提供
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